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研究の概要：近年、年金をはじめとする世代間問題が緊急性の高い重大な社会問題の１つとな

っている。本研究では引退プロセスに関するパネル調査など各種の調査を実施し
て世代間問題の内実を的確に把握する一方、経済理論を駆使して世代間問題の本
質をえぐりだす。そして世代間対立を世代間協調に転換するための具体的アイデ
アを提示する。 

研 究 分 野： 社会科学 
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１．研究開始当初の背景 
 分配をめぐる主要な対立軸は今日、地球温
暖化や年金・医療・雇用等の問題にみられる
ように世代間にある。少子化・高齢化が急速
に進展する中で、この世代間問題を究明し、
問題解決策を講じることの社会的ニーズは
ますます増大している。ただ、それに関連し
た研究の蓄積状況は現在、十分ではない。問
題の設定そのものが比較的新しい一方、関連
するデータがほとんど整備されていないか
らである。 
 
２．研究の目的 
 世代間衡平性の考え方を一般化し、さらに
異時点間にわたる資源の有効配分原理を体
系的に考察する。その考察結果を参照しつつ、
パネル調査等を実施しながら年金・医療・介
護・雇用における世代間問題を経済学の立場
から包括的に解明し、その問題の現実的な克
服策を具体的に提言する。 
 
３．研究の方法 
 個別課題ごとに研究班を５つ編成し、理論
的研究と実態調査に取り組む。 
 
４．これまでの成果 
 過去３年間に 9回の主要な国際会議を開催
するとともに、英文研究書６冊、和文研究書
８冊、論文 111 本（そのうち査読つきの学術
専門誌分は 73 本）、ディスカッション・ペー
パー141 点、を刊行した（刊行予定を含む）。
学会・研究会報告は合計で 119 件、新聞発表

等は 8件に及んでいる。 
 これまでに得られた新たな知見等は次の
とおりである（主要なもののみ）。 
1) 公的年金制度の在り方はバランスシート

を用いて検討することが有用である。さら
に制度への加入 incentive が重要であり、
incentive 問題から legacy pension 問題
を切り離し、別処理することが必要である。 

2) 日本における年金の記録漏れや給付漏れ
の主な原因は、間違いが必ず起こることを
前提にした点検と修正のためのバックア
ップ体制が用意されていなかったことに
ある。 

3) 基礎年金を税方式に切りかえると世代間
でみた年金負担は平準化する。 

4) 規範的経済学の基礎構造に関する体系書
『厚生経済学の基礎』が取りまとめられ、
近刊となっている。 

5) 中高年の就業が確保されることの代償と
して若年採用が抑制されるという「雇用の
置換効果」が 1990 年代に存在した。 

6) 将来に対する具体的展望が世代間で共有
されること、世代間のソーシャルネットワ
ークを地域において形成すること、の２つ
が製造業における技能継承や観光産業を
含む地域振興には不可欠である。 

7) 低所得の親世代と同居する若年世代ほど
就業希望を有しないニート状態の無業に
陥る傾向が強まっており、その影響は低学
歴の特に若い男性世代で顕著である。ニー
ト問題は貧困の世代間再生産という構造
的側面を持っている。 

8) ２回にわたって『くらしと健康の調査』を
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〔４．これまでの成果（続き）〕 
実施した。その際、日本で初めて CAPI 化 
（Computer Aided Personal Interview）
を本格的に導入した。 

9) 介護保険における追加給付費用の半分が
老人医療費の減少額に反映されている。 

10) 日本における平成 12 年以降の出生率低下
には若年男性の労働市場における不確実
性の急激な上昇が最も重要な要因として
作用している。出生率を回復させるために
は、子育てコストを引き下げるだけではな
く、若年男性の雇用を正規化することも効
果的である。 

 
５．今後の計画 
 平成 20 年度までの研究内容をいっそう深
め、さらなる一般化を図る。加えて本研究に
関連するアンケート調査や第 3 回『くらしと
健康の調査』を実施する。さらに大規模な国
際会議を東京で開催し、最終的に研究成果を
複数の研究書として出版する。 
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